
第２次秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画（原案）

秋田市

（平成２９年２月１日現在）



第２次秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画

目 次

第１章 計画の策定にあたって･･････････････････････････････････････ １

１ 行動計画策定の趣旨

２ 行動計画策定のプロセス

３ 秋田市の現状と課題

第２章 行動計画の基本的な考え方･･････････････････････････････････ ６

１ 基本理念および基本目標

２ 行動計画の位置づけ

３ 行動計画の計画期間

第３章 行動計画の推進体制と進行管理･･････････････････････････････ ９

１ 行動計画の推進体制

２ 行動計画の進行管理

第４章 ４つの領域における取組と重点施策･･････････････････････････ １１

１ 領域の設定について

２ 領域Ⅰ 空間環境基盤

３ 領域Ⅱ 社会生活基盤

４ 領域Ⅲ 産業・経済基盤

５ 領域Ⅳ 教育・文化基盤

６ 重点施策

第５章 行動計画施策体系･･････････････････････････････････････････ １７

１ 行動計画施策体系図

２ 基本目標と領域別施策の関連性

参考資料 ････････････････････････････････････････････････････････ １９

１ 脚注一覧

２ 秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会設置要綱

３ 秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会委員名簿

４ 策定までの経緯

５ 若手職員意見交換会・市民の集い・エイジフレンドリーパートナーの集い

意見の取りまとめ



1

第１章 計画の策定にあたって

１ 行動計画策定の趣旨

人口減少・少子高齢化が急速に進行する中、本市では、新たな視点での高齢

化への対応として、２００９(平成２１）年、世界保健機関（以下「ＷＨＯ」

という。）が提唱する「エイジフレンドリーシティ（高齢者にやさしい都市）の実

現」に向けた取組に着手しました。２０１１（平成２３）年１２月には、日本国

内の自治体として初めて、ＷＨＯが設立したＷＨＯエイジフレンドリーシティ

・グローバルネットワーク*1に参加、２０１３（平成２５）年８月に策定した

第１次秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画（以下「第１次行動計画」と

いう。）では、「高齢になっても地域社会で活動、活躍することができ、いき

いきと過ごすことができる社会」を基本理念に据え、高齢者が「社会の支え手」

として役割を担い、自身の意欲と能力を十分に発揮して活動・活躍することが

できる社会を市民と共に目指す方向性を定めました。第１次行動計画期間内に

おいて、高齢者の外出や社会参加・生きがいづくりの促進、エイジフレンドリ

ーシティの推進を目的として結成された市民活動団体による普及啓発事業、

さらには民間事業者による高齢者や障がい者に配慮した取組などを推進し、

地域社会全体でエイジフレンドリーシティに取り組む体制の基礎を築き、一

定の成果を上げてきたところです。

しかしながら、第１次行動計画策定から４年が経過した今、本市を取り巻く

環境は依然として厳しい状況が続いており、公共施設や道路など都市基盤施設

の維持管理等にかかる負担増、地域社会や労働市場における担い手・人材不足、

コミュニティの弱体化等による共助*2機能の低下など、様々な課題の解決は待

ったなしの状況にあります。

第２次秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画（以下「本計画」という。）

は、第１次行動計画に引き続き、エイジフレンドリーシティの実現を目指して、

これまで達成された多くの成果を踏まえつつ、それらをさらに発展させ、地域

社会全体で目標・理念を共有しながら、行政、市民、民間による「地域課題解

決の協働」を目指すものです。

超高齢社会*3の課題解決先進地として、高齢者の持つニーズや多様性をより

深く理解し、活かすことで、地域社会や経済が将来に向けて発展する「秋田市

モデル」として着実に推進し、成熟や質的な向上による暮らしの豊かさを次世

代に引き継いでいきます。
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２ 行動計画策定のプロセス

(1) 秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

本計画の策定にあたっては、第１次行動計画の円滑な推進を図るため、

２０１４（平成２６）年５月に設置された「秋田市エイジフレンドリーシティ

行動計画推進委員会」において検討しました。

(2) 調査の実施

第１次行動計画を見直すにあたり、これまで以上に、秋田市が高齢になっ

てもいきいきと健康に過ごせる社会とするための基礎資料として、２０１５

（平成２７）年１２月に「秋田市エイジフレンドリーシティ市民意識調査」、

２０１６（平成２８年）５月に「秋田市エイジフレンドリーシティ民間事業

者アンケート調査」を実施しました。

(3) 行政、市民、民間事業者による意見交換会の実施

市職員、市民、民間事業者による意見交換会を実施し、超高齢社会の課題

や目指す方向等について共有を図りながら、秋田市を元気にするためのアイ

ディアや長期的な視野で連携を図る必要のある施策等について検証しまし

た。

(4) パブリックコメント*4の実施

計画に多くの市民の方々の意見を反映していくために、パブリックコメン

トによる意見聴取を実施しました。
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３ 秋田市の現状と課題

(1) 秋田市の総人口・高齢化率*5の推移

ア 総人口の推移

本市の人口は、２００５(平成１７）年には河辺町・雄和町と合併し、

３３万人に達しましたが、その後は減少が続き、国立社会保障・人口問題

研究所（以下「社人研」という。）によると、２０４０(平成５２)年には

約２３万５千人になると推計されています。

総人口の推移

(出典：秋田市人口ビジョン）

イ 年齢３区分別人口の割合の推移

年少人口(１５歳未満）が一貫して減少する一方で、老年人口割合(６５

歳以上）は一貫して増加を続け、生産人口割合（１５～６４歳）に近づい

ていきます。老年人口（６５歳以上）にあっては、２０１０（平成２２）

年から２０４０（平成５２）年までの３０年間で約２万２千人増加（＋

２８．２％）、構成割合も２４．１％から４２．４％に上昇、このうち約

６割が７５歳以上となると推計されます。
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年齢３区分別人口の割合の推移

(出典：秋田市人口ビジョン）

ウ 高齢化率の上昇

全人口の６５歳以上の高齢者が占める割合、いわゆる高齢化率について

は、増加の一途をたどっており、２０１０（平成２２）年の２４．１％

から２０年後の２０３０（平成４２）年には３６．６％ と大幅に増加す

る見込みです。

秋田市の国勢調査人口と将来推計人口

※ 平成 ２ ～２２年 総務省統計局各年国勢調査

平成２７～４２年 秋田市情報統計課「秋田市の将来推計人口・世帯数」

（平成２４年１１月推計）

※ 年齢区分ごとに四捨五入しているため、合計が１００ ％ とならない年がある。

(出典：第８次秋田市高齢者プラン）
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エ 要介護(要支援）認定者数

要介護(要支援）認定者数については、認定率の高い後期高齢者(７５歳

以上）の人口増加に伴い、２０４０（平成５２）年には２０１０（平成

２２）年と比べて認定者数の割合が５３．０％増加すると見込まれます。

要介護(要支援）認定者数の推移

※現行制度のままで推計。制度改正があれば数値は変化する。

（出典 秋田市人口ビジョン）

(2) 課題

秋田県は日本国内において、人口減少と高齢化の先進地であり、県都であ

る本市においても、全国平均を上回るペースで高齢化が進んでいます。人口

減少問題の本質は、人口構造が大きく変化することであり、総人口に占める

高齢者人口の比率が高まることにより、生産年齢人口に対する年金、医療、

介護などの社会保障負担の増大や、公共施設や道路、上下水道など都市基盤

施設の維持・管理等にかかる費用対効果の減少が懸念されます。また、人口

構造の変化が経済面に及ぼす影響として、企業における労働力と担い手不足

が懸念され、市場の縮小と深刻な地域経済の停滞が予測されます。

一方、地域社会においては、高齢者のみ世帯（単独または夫婦のみ世帯）

が今後も増加すると予想され、家族機能の低下や、高齢者の孤立・引きこも

りが進み、要介護認定率の上昇につながることが懸念されます。加えて、地

域社会全体の高齢化や人口減少により、地域コミュニティ活動や文化的行事

の存続が困難となり、地域のつながりの希薄化にさらなる拍車がかかること

が見込まれます。
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第２章 行動計画の基本的な考え方

１ 基本理念および基本目標

(1) 基本理念

少子高齢化と人口減少が急速に進行している秋田県の県都である本市で

は、超高齢社会をいかに豊かなものとし、次の世代に引き継いでいくかが課

題となっています。

こうした中、市民一人ひとりが豊かにいきいきと幸せに暮らすためには、

健康長寿を伸ばしていくこと、そして、高齢者が支えられるだけではなく、

社会の支え手としての役割を担い、活躍できる社会の実現に向け、取り組ん

でいく必要があります。支え手側と受け手側は常に固定しているのではなく、

循環することにより、誰もが地域に居場所や役割が持つことができ、そのよ

うな社会は、全ての世代にとっての希望であり、秋田の元気を生み出す源と

なります。

本計画では、第１次行動計画の基本理念を踏まえ、計画期間最終年度であ

る平成３３年度における本市の目指すべき姿として、以下のとおり基本理念

を設定します。

心豊かで活力ある健康長寿社会

この理念のもと、私たちは、エイジフレンドリーシティ（高齢者にやさし

い都市）の取組を進め、誰もが秋田市に住んでいてよかったと思えるような

まちの実現を目指します。

(2) ８つの基本目標

ＷＨＯは、エイジフレンドリーシティ実現のためには、「屋外スペースと

建物」「交通機関」「住居」「社会参加」「尊敬と社会的包摂」「市民参加と雇

用」「コミュニケーションと情報」「地域社会の支援と保健サービス」の８

領域について検証が必要であるとし、この８領域を「高齢者にやさしい８つ

のトピック」と定義しました。本市は、この定義をもとに、基本理念を実現

するためのまちづくりの方向性を示すものとして、以下の８つの基本目標を

設定します。

エイジフレンドリーシティの実現に向けた８つの基本目標

基本目標１ 安全・安心で誰もが快適に過ごせる屋外環境の整備

基本目標２ 交通機関の利便性の向上
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基本目標３ 安心して快適に住み続けられる住環境の整備

基本目標４ 生涯を通じた生きがいづくりや社会参加の促進

基本目標５ あらゆる世代がお互いを認め合う地域社会づくり

基本目標６ 高齢者の就業や市民参加の機会創出

基本目標７ 高齢者の情報環境の整備

基本目標８ 多様な生活支援サービスを利用できる地域づくり

２ 行動計画の位置づけ

本計画は、「秋田市総合計画」のもと、「秋田市地域福祉計画」および「秋

田市高齢者プラン」など各部門ごとの個別計画と整合性を図るものとします。

「秋田市総合計画」では、本市の成長を牽引するために今後成長させること

が必要な分野に対して一体的かつ集中的に経営資源を投入する、５つの成長戦

略を設定しています。その一つとして、本計画の基本理念「心豊かで活力ある

健康長寿社会」と取組の方向性を同じとする、「いきいきと暮らせる健康長寿

社会づくり」が位置づけられ、実現を図るため５つの重点プログラムが設定さ

れています。

市政全体の
基本構想
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ご
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秋田市総合計画
新・県都『あきた』成長プラン
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計
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この５つの重点プログラムは、本計画においても、全体を先導していくもの

として実施します。

【戦略５ いきいきと暮らせる健康長寿社会づくり】

○ 戦略が目指すもの

・市民の幸せの基盤となる健康・長寿の実現

・高齢者が輝ける地域社会の実現

○ 重点プログラムと主な事業

Ⅰ 生涯を通じた健康づくりと生きがいづくりの推進

・歩くべあきた高齢者健康づくり事業、ねんりんピック*6秋田２０１７

開催準備経費

Ⅱ 高齢者の多様な能力の活用

・エイジフレンドリーシティ推進事業、エイジフレンドリーシティ普

及啓発事業、高齢者コミュニティ活動創出・支援事業、傾聴ボラン

ティア養成事業、介護支援ボランティア制度運営経費、高年齢者就

業機会確保事業費補助金

Ⅲ バリアフリー化の推進

・都市公園バリアフリー化事業、エイジフレンドリーパートナー*7づく

り推進事業、高齢者生活支援情報提供事業

Ⅳ 高齢者の移動手段の確保

・高齢者コインバス事業、バス交通総合改善事業

Ⅴ 多様な生活支援サービスが利用できる地域づくりの推進

・地域包括支援センター運営事業、認知症対策推進事業、高齢者生活

支援体制整備事業

３ 行動計画の計画期間

本計画の計画期間は、２０１７(平成２９）年４月から２０２２(平成３４）

年３月までの５年間とします。計画期間の最終年である２０２１年(平成３３

年度）には各施策の目標達成状況の検証を行い、社会情勢の変化等に応じて必

要な見直しなど行い、次期行動計画の策定につなげていきます。
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第３章 行動計画の推進体制と進行管理

１ 行動計画の推進体制

本計画の目標を達成するためには、公共交通機関の整備、居住環境の整備、

社会参加や雇用機会の創出など、広範な分野の課題に対応する必要があること

から、これまで以上に全庁で連携を図り、横断的かつ継続的な取組を進めてい

くこととします。

また、行政だけでなく、市民、エイジフレンドリーパートナーを含む民間企

業・団体が、それぞれ主体的に取り組んでいくとともに、行政・市民・民間の

３者がそれぞれの強みを活かしながら連携し、活動を展開していくよう努めま

す。

(1) 有識者等による秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

行動計画の円滑な推進を図るために設置された秋田市エイジフレンドリー

シティ行動計画推進委員会から、本計画に基づく各施策の実行・推進につい

て、広い見識を持って提言や助言を受け、着実に推進していきます。

(2) 連携による全庁的な推進

相互に関連する課題について全庁的に推進が図られるよう、組織横断的な

取組の推進を図ります。

(3) 各主体の取組促進

市民や民間企業・団体など、地域全体の施策に対する理解と積極的な参画

が必要であるため、市は本計画の目的や取組内容等について、広く周知を図

り、その趣旨の徹底に努めます。そして、各主体が担うことができる役割に

ついて検討を行い、新たな協働の形が形成されることを目指します。なお、

市民や民間企業・団体が中心となって推進する取組については、主体性を損

なうことなく、自立した取組ができるよう、行政の役割として支援していき

ます。

２ 行動計画の進行管理

計画の実効性を高めていくためには、行政、市民、民間企業・団体が様々な

視点から評価を行いながら、計画の更なる改善に向けた段階的・継続的な取組

が必要となります。本計画では、計画策定（Ｐｌａｎ）後の実施（Ｄｏ）を受

けて、その効果を評価（Ｃｈｅｃｋ）し、必要に応じて見直す（Ａｃｔｉｏｎ）

といった『ＰＤＣＡサイクル』により、計画の管理と質の確保を図ることとし

ます。

(1) エイジフレンドリー指標の活用

本市が設定した「秋田市エイジフレンドリー指標」を活用し、毎年度の進行
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管理において、施策の進捗状況や目標の達成状況を点検･評価するとともに、

さらに適切に評価できるように指標の充実に努めます。

(2) 計画の進捗状況の点検・公表

本計画の実行性を客観的に担保するため、施策の実施状況等を定期的に点検

・評価し、その結果を秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会に

報告します。

なお、広報紙やホームページ等の様々な媒体を通じて広く情報を提供すると

ともに、市民や民間企業・団体等の意見聴取に努めながら、計画の進捗状況の

管理を適正に行います。

ＰＤＣＡサイクル(イメージ図）
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第４章 ４つの領域における取組と重点施策

１ 領域の設定について

本計画では、基本理念および基本目標を達成するために、４つの領域を設定し、

それぞれの領域において、庁内の関係各課が問題意識および情報を共有して連携

することによって、より良い効果をもたらすという視点から取り組むべき施策を

「領域別施策」と設定し、横断的な取組を推進していきます。

４つの領域

領域Ⅰ 空間環境基盤

自然環境や都市基盤、住宅、コミュニティ施設など、市民の生活の器となる物的・空間

的な基盤です。

領域Ⅱ 社会生活基盤

地域社会の交流と支えあい、ケアや福祉、地域におけるコミュニティ活動等に関わる制

度や仕組みといった社会的な基盤です。

領域Ⅲ 産業・経済基盤

秋田市の経済をけん引してきた多くの産業、秋田の強みである「地域資源」を活かした

産業といった経済的基盤です。

領域Ⅳ 教育・文化基盤

人間らしく生きていくために必要な心とからだの支えとなる文化的基盤と、文化を伝達

・継承し発展させるための教育基盤です。

２ 領域Ⅰ 空間環境基盤

(1) 現状と課題

・本市では、人口減少が進行する中においても、市街地の面積が広がるなど、

低密度化が進んでおり、この状態がさらに進んだ場合、公共施設や道路、上

下水道など都市基盤施設の維持管理にかかる負担の増大とともに、公共サー

ビスの低下が危惧されます。

領域Ⅰ 空間環境基盤

領域Ⅱ 社会生活基盤

領域Ⅲ 産業・経済基盤

領域Ⅳ 教育・文化基盤



12

・鉄道やバス、タクシーなどの公共交通については利用者が減少する一方で、

自動車の利用率が高まり車社会が進展する傾向にあります。しかし、自動車

に過度に依存する傾向が続くと、高齢化が進展する中、自動車を利用できな

くなった場合に外出できないといった懸念も生じます。誰もが安心して暮ら

すことができるよう、地域における移動手段の確保に向けた取組が求められ

ます。

・地域の防災活動の要ともなる自主防災組織は、少子高齢化の進行やコミュニ

ティ意識の希薄化などへの対応が必要となっており、屋根の雪下ろしや間口

除雪など、雪処理の担い手不足も課題となっています。

(2) 方向性

安心して外出できる環境を整備し、人と人、人と地域のふれあいが深まるま

ちづくりを進めます。

○ 領域別施策１ 中心市街地と６つの地域中心を核としたコンパクトな

まちづくり

【主な取組・想定される取組】

・中心市街地の活性化

・地域のにぎわい拠点の充実

・まちのにぎわいづくりや既存の文化施設と連動した「芸術文化ゾーン」

の形成

・（仮称）秋田市新屋ガラス工房、（仮称）土崎みなと歴史館をまちづ

くり拠点施設とした取組

○ 領域別施策２ 地域の移動手段の確保

【主な取組・想定される取組】

・高齢者コインバス事業の対象年齢拡大

・各市民サービスセンター等の地域中心や鉄道駅をはじめとする交通結

節点を結ぶ公共交通ネットワークの強化

・様々な移動手段の事例研究、検討

○ 領域別施策３ 安全・安心で、雪に強いまちづくり

【主な取組・想定される取組】

・高齢者の交通事故防止

・雪対策における市民協働の推進や高齢者支援策の充実
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３ 領域Ⅱ 社会生活基盤

(1) 現状と課題

・ライフスタイルや価値観の多様化、少子高齢化の進行などにより、家族のコ

ミュニケーションが不足したり、地域における住民同士の交流や日常的な協

力などのつながりが希薄になっています。

・地域特性を活かした魅力あるまちづくりを進めていくためには、地域を知り、

地域に愛着を持つ住民がまちづくりに主体的に関わっていくことが必要で

す。行政やサービス事業者、ボランティア団体等と連携して共に支えあう地

域社会を形成する必要があります。

・人口減少・少子高齢化の進展に伴い、家庭の扶養能力(育児・介護機能）や、

地域の相互扶助力が低下しており、市民の多様な福祉ニーズがさらに増加す

るほか、多様化していくことが見込まれます。そのため、これらのニーズに

対応したサービスの提供や要援護者に対する地域での見守りや支えあい、障

がい者が地域社会の中で自立して生活できる支援体制等の充実が求められま

す。

(2) 方向性

活力ある地域コミュニティづくりに必要な、人材、拠点、交流の機会を創出

します。

○ 領域別施策１ 住民主体のコミュニティ活動の創出と推進

【具体的な取組・想定される取組】

・市民活動の促進

・市民協働実践活動のサポート

・地域おこし協力隊*8と連携した活動

○ 領域別施策２ 高齢者の多様な能力を活用した地域における支えあいの

推進

【具体的な取組・想定される取組】

・高齢者のコミュニティ活動の創出・支援

・社会参加、ボランティア、就業など高齢者の意欲や能力を活かす支援

体制づくり

○ 領域別施策３ 多様な生活支援サービスを利用できる地域づくりの推進

【具体的な取組・想定される取組】

・地域包括ケアシステムの構築

・住民主体、NPO、民間企業等多様な主体によるサービス提供
・認知症対策事業の推進、強化
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４ 領域Ⅲ 産業・経済基盤

(1) 現状と課題

・少子高齢化や若年者の転出、産業の基盤となる熟練技術者の後継者不足など

労働力人口は減少していることから、人口減少社会に対応した労働力の確保

が急務となっています。

・高齢者や女性が活躍できる就業機会の拡大、障がい者の雇用促進などにより、

多様な人材が能力を十分に発揮できる環境づくりが必要となっています。

・農林水産業では、従事者の高齢化が急速に進んできており、担い手不足が深

刻です。こうした中、農業においては、新規就農者数が増加傾向にあるなど、

明るい兆しも見られる一方、高齢化等により離農者も増加しており、意欲と

意識の高い担い手の育成が急務となっています。

(2) 方向性

知識や経験を活かして多様な形で活躍できる「生涯現役社会」の実現を目指

し、一人ひとりの活躍を総合的に支援する体制づくりに取り組みます。

○ 領域別施策１ 超高齢社会をチャンスと捉えた新たなビジネスの創出

【具体的な取組・定される取組】

・エイジフレンドリーパートナーの拡大

・シニアビジネスのニーズ把握

○ 領域別施策２ 高齢者の活躍を総合的に支援する体制構築

【具体的な取組・想定される取組】

・社会参加、ボランティア、就業など高齢者の意欲や能力を活かす支援

体制づくり(再掲）

○ 領域別施策３ 地域課題解決につながるコミュニティビジネス*9の推進

【具体的な取組・想定される取組】

・地域資源の把握

・コミュニティビジネスの事例研究、セミナー等の開催

５ 領域Ⅳ 教育・文化基盤

(1) 現状と課題

・市民の健康志向の高まりや余暇時間の増加に伴い、豊かなスポーツライフを

実現したいという意識が高まっており、スポーツ振興や環境整備に対する市

民ニーズが高度化・多様化してきています。

・生涯を通じて学びたいという市民の学習ニーズの多様化や、その学習成果を

ボランティア活動などの形で社会に活かしたいという意欲が高まっていま
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す。

・長い歴史の中で育まれた貴重な文化財が数多く残っており、地域資源として

の重要性が高まる一方で、担い手不足などの問題を抱えており、保存ととも

に継承を進める必要があります。

(2) 方向性

一人ひとりが自己実現できる環境づくりを進め、「これからも住み続けたい

と思えるまち」の実現を目指します。

○ 領域別施策１ 生涯を通じた文化・スポーツ活動の推進

【具体的な取組・想定される取組】

・ねんりんピック秋田２０１７の開催

・健康づくり運動の推進

・(仮称）秋田芸術祭の検討

・（仮称）秋田市新屋ガラス工房、（仮称）土崎みなと歴史館をまちづ

くり拠点施設とした取組(再掲）

○ 領域別施策２ 多世代が交流し、支えあう地域づくり

【具体的な取組・想定される取組】

・高齢者のコミュニテイ活動の創出・支援(再掲）

○ 領域別施策３ 秋田に誇りと愛着を持つひとづくり

【具体的な取組・想定される取組】

・シビックプライド*10の醸成

・エイジフレンドリーシティの普及啓発
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６ 重点施策

地域社会全体で目標・理念を共有しながら、行政、市民、民間による「地域

課題解決の協働」を推進するため、３者が連携して取り組むことができ、今後

重点的に実施するべき施策を「重点施策」としてまとめ、本計画期間内におい

て着実な成果向上を目指していきます。

重点施策１ 産学官民一体で地域課題解決に取り組む“共創”体制づくり

人口減少と少子高齢化が進行する中、多岐にわたる地域課題解決に向けて、

民間企業、市民、ＮＰＯ団体、大学、行政の異なる主体が、知恵や力を合わせ、

協働で取り組み、地域の未来を切り開き、創り出していく必要があります。高

齢者の活躍・生きがいづくり、地域コミュニティの再構築、シニアビジネスの

創出等に向けて、産学官民一体の共創体制の構築を図ります。

重点施策２ 地域資源を活用した多様な住民主体のコミュニティ活動の推進

「団塊の世代」が６５歳に到達し、地域には元気な高齢者が増えていますが、

これまでの経験や知識を活かして地域デビューしたいと考えても、地域に活躍

の場を求める高齢者（リタイア層）のニーズを満たす活動場所は、まだ十分と

は言えません。これまで地域との関わりが薄かった高齢者をはじめとする地域

住民が、地域の強みや課題を発見・共有し、地域資源を活かしたコミュニティ

活動を展開し支えあうことができるよう、地域におけるコミュニティ活動の推

進を図ります。

重点施策３ 経験や能力を発揮し、未来を支える担い手の育成と人材力の強化

人口減少社会では、その地域のその特性を踏まえて自ら考え、地域づくりに

取り組まなければなりません。地域課題の解決や地域の活性化に向けた議論、

取組の主体は、地域に関わる一人ひとりです。このため、各地域において地域

づくりを担う人材を確保することが不可欠であり、そのための人づくりが重要

です。人口減少・少子高齢化、人口の地域的偏在が進み、また生産年齢人口が

減少していく中では、地域づくりを担う人材を戦略的に育成することが重要で

す。まちづくりを他人事とは思わず、自分ごととして考え行動する、協働のま

ちづくりの担い手を育成します。また、年齢や性別に関わらず意欲、個性や能

力に応じて活躍でき、個人の可能性が最大限発揮されるよう、一人ひとりの人

材力の強化に努めます。
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第５章 行動計画施策体系

１ 行動計画施策体系図
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２ 基本目標と領域別施策の関連性
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参考資料

１ 脚注一覧

＊１ ＷＨＯエイジフレンドリーシティグローバルネットワーク：エイジフレンド

リーシティをさらに広め、各都市との連携を図ることを目的に世界保健機関

(ＷＨＯ）が２０１０(平成２２）年に設立したネットワーク。

＊２ 共助：近隣の方々、また市民が豊かな地域づくりに協力・協働すること

＊３ 超高齢社会：一般に、高齢化率（全人口に対する６５歳以上の人口比）が２１

％を越えた社会を超高齢社会と呼んでいる。７％を超えた社会を「高齢化社

会」、１４％を超えた社会は「高齢社会」と呼んでいる。

＊４ パブリックコメント：市が計画や条例などを策定したり変更したりするとき

に、その内容を案の段階で公表し、案に対する意見や提案、要望を広く市民

から募集する手続きのこと。

＊５ 高齢化率：全人口に対する６５歳以上の人口比

＊６ ねんりんピック：「ねんりんピック」の愛称で親しまれている「全国健康福

祉祭」は、６０歳以上の方を中心として、あらゆる世代の人たちが楽しみ、

交流を深めることができるスポーツと文化の祭典。厚生省創立５０周年を記

念して、１９８８（昭和６３）年に兵庫県で第1回大会が開催されて以来、

毎年開催されており、２０１７（平成２９）年には、第３０回大会が秋田県

で開催される。

＊７ エイジフレンドリーパートナー：秋田市と連携してエイジフレンドリーシテ

ィの実現に取り組んでいこうとする企業・事業者等をエイジフレンドリーパ

ートナーとして登録し、民間サイドからエイジフレンドリーシティ実現に向

けた取組を推進しようとする制度。

＊８ 地域おこし協力隊：人口減少や高齢化などの進行が著しい地方において、地

域外の人材を積極的に誘致し、その定住・定着を図ることが、地域力の維持

・強化に有効な取組であるとして、総務省が平成２１年度から制度化してい

る。秋田市では、平成２９年度から実施を予定している。

＊９ コミュニティビジネス：高齢者介護、子育て支援、環境保全、生涯学習、地

域の活性化などに関する地域の課題を、地域資源を活かしながら「ビジネス」

の手法で解決していこうとする取組。

＊10 シビックプライド（civic pride）： 自分の住んでいる、働いている街に対

して「誇り」や「愛着」を持って、自らも街を形成している１人であるとい

う認識を持つこと。
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２ 秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会設置要綱
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３ 秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会委員名簿
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４ 策定までの経緯

平成２８年度 ８月 市の超高齢社会に関する課題について整理

全庁各課の取組や事業について、さらなる高齢化の進行によ

る影響があるものについて調査

１０月 第８回秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

第１回若手職員意見交換会

１１月 市民の集い（市内７か所で実施）

エイジフレンドリーパートナーの集い

１２月 第２回若手職員意見交換会

第９回秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

１月 第10回秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

市民の集い～みんなで秋田の将来を考えよう～

２月 パブリックコメント実施

３月 第11回秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画推進委員会

第２次秋田市エイジフレンドリーシティ行動計画策定


